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気候変動による影響
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出典：ゼロエミッション東京戦略（2019年12月）



2022年に世界各地で起きた異常気象
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出典：気象庁ホームページ https://www.data.jma.go.jp/cpd/monitor/annual/annual_2022.html
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2021年に世界各地で起きた異常気象

出典：気象庁ホームページ https://www.data.jma.go.jp/cpd/monitor/annual/annual_2021.html



気候変動問題の特質
•予測される影響の深刻さ、甚大さ、不可逆性

•科学的な予測にともなう不確実性

•ストック型環境問題であるがゆえの難しさ

・原因行為とそれによる影響の因果関係の証明が困難

・影響が現れるまでの時間の長さ

→世代間の利害が対立

→対策費用配分をめぐる合意が困難

•排出と影響の不均衡

•あらゆる人為的活動に起因

→社会経済構造そのものの変革の必要性
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気候変動をめぐる国際交渉等の経緯
• 1988年 IPCC（気候変動に係る政府間パネル）の設置

• 1992年 国連気候変動枠組条約採択（1994年発効）

• 1995年 第一回締約国会議(COP1)：ベルリンマンデート採択

• 1997年 COP3（京都会議）：京都議定書採択

• 2000年 COP6：京都議定書実施規則案の合意に至らず

• 2001年3月 京都議定書からアメリカが離脱宣言

• 2001年7月 COP6再開会合：ボン合意採択

• 2001年10～11月 COP7：マラケシュ合意採択

• 2005年2月 京都議定書発効

• 2005年11～12月 COP11・COP/MOP1（モントリオール会合）

• 2006年11月 COP12・COP/MOP2（ナイロビ会合）

• 2007年11月 COP13・COP/MOP3（インドネシア・バリ会合）

• 2008年12月 COP14・COP/MOP4（ポーランド・ポズナニ会合） IPCC第4次評価報告書公表

• 2009年12月 COP15・COP/MOP5（デンマーク・コペンハーゲン会合）

• 2010年12月 COP16・COP/MOP6（メキシコ・カンクン会合）

• 2011年12月 COP17・COP/MOP7（ダーバン）

• 2012年11月 COP18・COP/MOP8（カタール・ドーハ）

• 2013年11月 COP19・COP/MOP9（ワルシャワ）：京都議定書第二約束期間を採択

• 2014年12月 COP20・COP/MOP10（ペルー・リマ） IPCC第5次評価報告書公表

• 2015年11～12月 COP21・COP/MOP11：パリ協定の採択→2016年11月4日発効

• 2018年 IPCC 1.5℃特別報告書公表

• 2021年11月 COP26（イギリス・グラスゴー）：グラスゴー気候合意を採択

• 2021年7月～22年4月 IPCC第6次評価報告書第1～第３作業部会報告書を順次公表⇒2023年3月20日 統合報告書の公表
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気候変動対策＝緩和策＋適応策
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原因へのアプローチ 結果へのアプローチ
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IPCC 1.5℃特別報告書の概要
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https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/policy_others/zeroemission_tokyo/strategy.files/zero_emission_tokyo_strategy.pdf



COP26の成果と課題
「グラスゴー気候合意（Glasgow Climate Pact）」

(1)1.5℃目標の公式文書への明記

世界全体で1.5℃目標を目指すことに合意。

(2)気候資金に関する議論

2025年以降の新たな途上国支援の数値目標の議論を開始。新たな協議体を
立ち上げ、2024年まで議論をする。

(3)パリ協定6条のルール整備⇒パリルールブックの完成

6条は、先進国から途上国への技術移転等の方法により、複数の国が協力
して排出削減する制度（市場メカニズム）を定めている。6条を実施に移す
ための詳細ルールについて合意。

(4)透明性枠組み

各国の温室効果ガス排出量の報告およびNDC（国が決定する貢献）達成に
向けた取組の報告様式を全締約国共通の様式とすることで合意。

(5)共通の時間枠

温室効果ガス削減目標について、2025年には2035年目標を、2030年には
2040年目標を通報すること（以降、5年ごとに同様に）を奨励。
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IPCC第6次統合報告書によると…
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IPCC第6次統合報告書（つづき）



2050年脱炭素へのコミットメントは世界的潮流

出典：国連気候変動枠組み条約事務局ホームページ (https://climateaction.unfccc.int/) 2023年8月27日確認。 14

国 194

地域 282

都市 11,354

組織 3,443

企業 15,590

投資家 1,654

合計 32,517



日本における近年の動向

2016年5月 地球温暖化対策計画 閣議決定

〇中期目標：2030年度に2013年度比26％削減

〇長期的目標：80％削減

2020年3月 NDC（国が決定する貢献）を国連に提出

〇2030年度26％削減目標を確実に達成することを目指して更なる努力追求

〇「地球温暖化対策計画」の見直し着手

2020年10月 当時の内閣総理大臣による2050年カーボンニュートラル宣言

2021年4月 2030年温室効果ガス排出量の削減目標を新たに設定

〇2030年度46％削減を目指し、さらに50％の高みに向けて挑戦

2021年5月 地球温暖化対策推進法の改正

2021年6月 地域脱炭素ロードマップの決定

2021年10月 地球温暖化対策計画 閣議決定

第6次エネルギー基本計画 閣議決定

2022年5月 地球温暖化対策推進法の改正

2022年6月 建築物省エネ法の改正

2023年4月 気候変動適応法の改正
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日本の温室効果ガス削減の中長期目標
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2021年改正温対法の概要（6本の柱）

１．パリ協定を踏まえた基本理念の新設と2050年カーボンニュー
トラル実現の法定化

⇒あらゆる主体に対して予見可能性を付与し、取組みやイノベー
ションを推進。

２．地方公共団体実行計画制度の充実・強化

①区域施策編の策定義務のある都道府県、政令市、中核市、施行時
特例市には、再エネ導入をはじめとするGHG削減等施策に係る
「施策の実施に関する目標」を義務的記載事項として追加

（第21条第3項第5号）。

②それ以外の市区町村については、区域施策編の策定、および、策
定にあたっての「施策の実施に関する目標」の設定を努力義務とし
て規定（第21条第4項）。
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改正温対法の概要（つづき）

③区域施策編を策定するすべての市区町村について、実行計画中
に以下の事項を定めることを努力義務として規定（第21条第5
項）。

・再エネ利用による施設整備と地域の脱炭素化の取組みを一体的
に行う事業（地域脱炭素化促進事業）に係る目標

・同事業の促進区域

・促進区域で整備する地域脱炭素化促進施設の種類・規模

・地域脱炭素化促進施設の整備と一体的に行う地域の脱炭素化の
取組みに関する事項

・地域の環境保全のための取組み

・経済・社会の持続的発展に資する取組み
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改正温対法の概要（つづき）

④促進区域は以下の基準に基づき設定（第21条第6項～第7項）。

・環境の保全に支障を及ぼすおそれがないものとして環境省令で
定める基準

・地域の自然的社会的条件に応じた環境の保全に配慮して都道府
県が定めた基準（都道府県による環境配慮基準）◀個別事業計画
の上位段階にある都道府県における再エネ導入の政策方針を明確
にするもの（SEAの一種）とされる。ただし、環境配慮基準の設
定が都道府県に義務付けられているわけではない。

⑤国・都道府県による市区町村への実行計画の策定・実施に関し
必要な情報提供、助言その他援助について努力義務として規定
（第22条の12）。
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３．地域脱炭素化促進事業計画の認定制度等の創設

①実行計画において地域脱炭素化促進事業の促進に関する事項を定め
た市区町村（計画策定市区町村）に、地域脱炭素化促進事業計画の認
定権限を付与（第22条の2第1項）。

・地域脱炭素化促進事業者は、地方公共団体実行計画協議会が組織さ
れているときには同協議会における協議をあらかじめ経て、策定した
事業計画の認定申請を市区町村に対して行うことができる。

・市区町村は当該事業計画の認定要件該当性を審査し、該当するもの
であると認めるときは認定する（第22条の2第3項）。

②当該事業計画に含まれる施設が各種個別法に基づく許認可等を要す
るものである場合、市区町村が当該事業計画を認定しようとするので
あれば、市区町村が事前に許認可等権者と協議し、同意を得ておく必
要がある（第22条の2第4項～第9項）⇒認定された事業計画に含まれ
る施設整備の際、既に必要な許認可等を得ているものとみなされる
（許認可等手続きのワンストップ化の導入）（第22条の5～第22条の
10）。

20

改正温対法の概要（つづき）



③当該施設がアセス法対象事業の場合であっても、市区町村が都道府県の
環境配慮基準に基づき促進区域を設定し、かつ、市区町村が地域脱炭素化
促進事業計画を認定していれば、アセス法上の配慮書手続きを省略できる
（第22条の11）。

④その他の特例

・地方公共団体が事業主体として地域脱炭素化促進事業計画を策定する場
合⇒計画策定市町村長との協議成立をもって、認定がなされたものとみな
す（第22条の4）。

・市区町村が実行計画に農林漁業の健全な発展に資する取組みに関する事
項を定めた場合⇒農林漁業再エネ法に基づく計画を策定したものとみなす
（第21条の２）。

⑤地域脱炭素化促進事業計画の認定後

・計画策定市区町村による事業者への的確な事業実施に必要な指導・助言
（第22条の13）

・当該市区町村長による事業者への事業実施状況に関する報告要求（第22
条の14）

21

改正温対法の概要（つづき）



４．地方公共団体実行計画協議会の一層の活用

①協議会が設置されているときは、以下の場合について、協議会
における協議を経ることを義務化（第21条第12項）。

・地方公共団体が実行計画区域施策編を策定する場合

・市町村が地域脱炭素化促進事業に関する事業を実行計画に定め
る場合

・地域脱炭素化促進事業者が事業計画を策定する場合

・事業計画の認定後に変更を行う場合

②協議会の役割について、「実行計画策定に関する協議と実施に
係る連絡調整」から、「実行計画の策定および実施に必要な協
議」に見直し（第22条）。
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改正温対法の概要（つづき）



５．温室効果ガス算定・報告・公表制度の見直し

①電子システムによる報告を原則化＜デジタル化＞

②事業所等の情報について、開示請求手続きを経ず、

公表＜オープンデータ化＞

⇒公表までの期間短縮、ステークホルダーによる情報の活用可能
性の向上、報告者の利便性向上・負担軽減に資する。

６．地球温暖化防止活動推進センターの事業の明確化

①地域センターの事業として、事業者および住民に対する普及啓
発活動等を明記（第38条第2項）。

②全国センターおよび地域センターのいずれの事業としても、
GHG削減等のための措置が入ることを明記（第389条第2項）。
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改正温対法の概要（つづき）



2021年改正温対法の評価

•地域脱炭素化促進事業に係る促進区域の設定（ポジティブゾー
ニングの仕組み導入）

•地域脱炭素化促進事業計画とそこに位置づけられる再エネ利用
施設に対する各種の特例措置を規定

⇒地域における再エネ導入ポテンシャルの最大限の活用促進

ポリシーミックスを法定するもの

＝計画的手法＋認定手法＋規制の緩和／簡素化
(deregulation/simplification)
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改正温対法を受けて自治体に求められる対応
・2050年脱炭素化に向けた中長期目標、その実現に資する再エネ導入をはじめと

するGHG削減等施策に係る目標の設定

・地域おける丁寧な意見聴取や利害調整をともなう意思決定プロセス

・促進区域の設定、地域ごとに求められる環境配慮や地域貢献の事項の決定

⇒実行計画区域施策編の策定／改定、関連諸計画（土地利用計画／都市計画等）

への落とし込み

⇒地域脱炭素化促進事業計画の認定手続き・ワンストップ化に係る業務執行体制

の整備

⇒合意形成を図るための仕組みづくり・ルール整備
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出典：国・地方脱炭素実現会議『地域脱炭素ロードマップ 概要』（令和3年6月9日） 26



地域脱炭素ロードマップ 重点対策の実施
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http://www.env.go.jp/earth/211022/mat02.pdf
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建築物省エネ法改正



第6次エネルギー基本計画
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建築物省エネ法の改正（2022年6月）

31
出典：国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/jutakukentiku_house_tk4_000103.html
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出典：国土交通省ホームページ
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/jutakukentiku_house_tk4_000103.html



33出典：国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/jutakukentiku_house_tk4_000103.html
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出典：国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/jutakukentiku_house_tk4_000103.html
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出典：国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/jutakukentiku_house_tk4_000103.html
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出典：国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/jutakukentiku_house_tk4_000103.html
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出典：国土交通省ホームページ https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/jutakukentiku_house_tk4_000103.html

＜参考情報＞
国土交通省『建築物省エネ法に基づく「建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度」促進計画の
作成ガイドライン（仮称）案』が公表されており、今年中に確定版が策定される見通し。
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出典：https://www.env.go.jp/content/000149619.pdf



39

脱炭素先行地域

出典：https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/preceding-region/

全国32道府県83市町村の62提案



『ゼロエミッション東京戦略』（2019年） 『ゼロエミッション東京戦略 2020Update&Report』
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『ゼロエミッション東京戦略 2020Update&Report』
～2019年の戦略に比して、より野心的な目標を設定～

基礎自治体、市民、事業者等が同じ目標を共有し、具体的な行動に移すことが必要。
41
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43

答申（つづき）
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脱炭素をめざす条例制定等の動き

45

徳島県
徳島県脱炭素社会の実
現に向けた
気候変動対策推進条例

平成28年10月31日公布 平成29年1月1日施行

長野県
長野県脱炭素社会づく
り条例

令和2年10月19日公布 令和2年10月19日施行

岐阜県

岐阜県地球温暖化防止
基本条例
（改正前）
岐阜県地球温暖化防止
及び気候変動
適応基本条例

平成21年3月30日公布
令和3年3月29日改正公
布

平成21年4月1日施行
令和3年3月29日改正施
行

新潟県妙高市
生命地域妙高ゼロカー
ボン推進条例

令和3年3月31日公布 令和3年4月1日施行

横浜市
横浜市脱炭素社会の形
成の推進に
関する条例

令和3年6月8日公布 令和3年6月8日施行

福島県大熊町
大熊町ゼロカーボンの
推進による
復興まちづくり条例

令和3年9月16日公布 令和3年9月16日施行

神奈川県横須賀市
地球を守れ 横須賀ゼロ
カーボン
推進条例

令和3年9月21日公布 令和3年10月1日施行

東京都千代田区
千代田区地球温暖化対
策条例

平成19年12月27日公布
令和3年10月14日改正公
布

平成20年1月1日施行
令和3年10月14日改正施
行

東京都荒川区

荒川区環境基本条例

荒川区地球温暖化対策
推進条例

平成20年12月17日公布
令和3年10月25日改正公
布

令和5年3月22日公布

平成21年1月1日施行
令和3年10月25日改正施
行

令和5年4月1日施行

神奈川県
神奈川県地球温暖化対
策推進条例

平成21年7月17日公布
令和3年12月24日改正公
布

平成21年10月1日施行
令和4年4月1日改正施行

群馬県
二千五十年に向けた
「ぐんま５つの
ゼロ宣言」実現条例

令和4年3月15日公布 令和4年3月15日施行

長野県

長野県地球温暖化対策
条例（改正前）
長野県地球温暖化対策
条例の一部を
改正する条例

平成18年3月30日公布
令和4年3月24日改正公
布

平成19年2月20日施行
令和4年3月24日改正施
行

滋賀県
滋賀県ＣＯ２ネットゼ
ロ社会づくり
の推進に関する条例

令和4年3月25日公布 令和4年4月1日施行

鹿児島県

鹿児島県地球温暖化対
策推進条例
（改正前）
鹿児島県地球温暖化対
策推進条例
の一部を改正する条例

平成22年3月26日公布
令和4年3月25日改正公
布

平成22年4月1日施行
令和4年4月1日改正施行

大阪府

大阪府温暖化の防止等
に関する条例
（改正前）
大阪府気候変動対策の
推進に関する
条例

平成17年10月28日公布
令和4年3月29日改正公
布

平成18年4月1日施行
令和4年4月1日改正施行

東京都 都民の健康と安全を確
保する環境に関する条
例
（改正前）
都民の健康と安全を確
保する環境に関する条
例の一部
を改正する条例

平成12年12月22日公
布
令和4年12月22日改正
公布

平成13年4月1日施行
一部令和6年4月1日改
正施行
一部令和7年4月1日改
正施行

出典：一般財団法人地方自治研究機構ホームページ「脱炭素社会を目指す条例と地球温暖化対策条例」
（http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/082_Carbon_neutral.htm）

https://reiki.pref.tokushima.lg.jp/reiki_honbun/o001RG00001742.html
https://reiki.pref.tokushima.lg.jp/reiki_honbun/o001RG00001742.html
https://reiki.pref.tokushima.lg.jp/reiki_honbun/o001RG00001742.html
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%98%EF%BC%92/%E9%95%B7%E9%87%8E%E7%9C%8C%E8%84%B1%E7%82%AD%E7%B4%A0%E6%9D%A1%E4%BE%8B.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%98%EF%BC%92/%E9%95%B7%E9%87%8E%E7%9C%8C%E8%84%B1%E7%82%AD%E7%B4%A0%E6%9D%A1%E4%BE%8B.pdf
https://ops-jg.d1-law.com/opensearch/SrJbF01/init?jctcd=8A856599AA&houcd=H421901010021&no=1&totalCount=2&jbnJiten=5031105
https://ops-jg.d1-law.com/opensearch/SrJbF01/init?jctcd=8A856599AA&houcd=H421901010021&no=1&totalCount=2&jbnJiten=5031105
https://ops-jg.d1-law.com/opensearch/SrJbF01/init?jctcd=8A856599AA&houcd=H421901010021&no=1&totalCount=2&jbnJiten=5031105
https://ops-jg.d1-law.com/opensearch/SrJbF01/init?jctcd=8A803576F6&houcd=H503901010002&no=1&totalCount=1&fromJsp=SrMj
https://ops-jg.d1-law.com/opensearch/SrJbF01/init?jctcd=8A803576F6&houcd=H503901010002&no=1&totalCount=1&fromJsp=SrMj
https://cgi.city.yokohama.lg.jp/somu/reiki/reiki_honbun/g202RG00002029.html
https://cgi.city.yokohama.lg.jp/somu/reiki/reiki_honbun/g202RG00002029.html
https://cgi.city.yokohama.lg.jp/somu/reiki/reiki_honbun/g202RG00002029.html
https://www.town.okuma.fukushima.jp/reikishu/reiki_honbun/c584RG00000935.html
https://www.town.okuma.fukushima.jp/reikishu/reiki_honbun/c584RG00000935.html
https://www.town.okuma.fukushima.jp/reikishu/reiki_honbun/c584RG00000935.html
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%98%EF%BC%92/%E6%A8%AA%E9%A0%88%E8%B3%80%E5%B8%82%E6%9D%A1%E4%BE%8B.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%98%EF%BC%92/%E6%A8%AA%E9%A0%88%E8%B3%80%E5%B8%82%E6%9D%A1%E4%BE%8B.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%98%EF%BC%92/%E6%A8%AA%E9%A0%88%E8%B3%80%E5%B8%82%E6%9D%A1%E4%BE%8B.pdf
https://ops-jg.d1-law.com/opensearch/SrJbF01/init?jctcd=8A8016805F&houcd=H419901010029&no=1&totalCount=4&jbnJiten=5040226
https://ops-jg.d1-law.com/opensearch/SrJbF01/init?jctcd=8A8016805F&houcd=H419901010029&no=1&totalCount=4&jbnJiten=5040226
https://www.city.arakawa.tokyo.jp/reiki_int/reiki_honbun/p800RG00000416.html
http://www.rilg.or.jp/htdocs/uploads/%E8%8D%92%E5%B7%9D%E5%8C%BA%E5%9C%B0%E7%90%83%E6%B8%A9%E6%9A%96%E5%8C%96%E6%9D%A1%E4%BE%8B.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/uploads/%E8%8D%92%E5%B7%9D%E5%8C%BA%E5%9C%B0%E7%90%83%E6%B8%A9%E6%9A%96%E5%8C%96%E6%9D%A1%E4%BE%8B.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%98%EF%BC%92/%E7%A5%9E%E5%A5%88%E5%B7%9D%E7%9C%8C%E6%9D%A1%E4%BE%8B%E6%94%B9%E6%AD%A3%E5%BE%8C.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%98%EF%BC%92/%E7%A5%9E%E5%A5%88%E5%B7%9D%E7%9C%8C%E6%9D%A1%E4%BE%8B%E6%94%B9%E6%AD%A3%E5%BE%8C.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%99%EF%BC%90/%E7%BE%A4%E9%A6%AC%E7%9C%8C%E6%9D%A1%E4%BE%8B.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%99%EF%BC%90/%E7%BE%A4%E9%A6%AC%E7%9C%8C%E6%9D%A1%E4%BE%8B.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%99%EF%BC%90/%E7%BE%A4%E9%A6%AC%E7%9C%8C%E6%9D%A1%E4%BE%8B.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%98%EF%BC%92/%E9%95%B7%E9%87%8E%E7%9C%8C%E6%9D%A1%E4%BE%8B.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%98%EF%BC%92/%E9%95%B7%E9%87%8E%E7%9C%8C%E6%9D%A1%E4%BE%8B.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%98%EF%BC%92/%E9%95%B7%E9%87%8E%E7%9C%8C%E6%9D%A1%E4%BE%8B%E4%B8%80%E9%83%A8%E6%94%B9%E6%AD%A3.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%98%EF%BC%92/%E9%95%B7%E9%87%8E%E7%9C%8C%E6%9D%A1%E4%BE%8B%E4%B8%80%E9%83%A8%E6%94%B9%E6%AD%A3.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%98%EF%BC%92/%E9%95%B7%E9%87%8E%E7%9C%8C%E6%9D%A1%E4%BE%8B%E4%B8%80%E9%83%A8%E6%94%B9%E6%AD%A3.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%98%EF%BC%92/%E6%BB%8B%E8%B3%80%E7%9C%8C%E6%9D%A1%E4%BE%8B.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%98%EF%BC%92/%E6%BB%8B%E8%B3%80%E7%9C%8C%E6%9D%A1%E4%BE%8B.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%98%EF%BC%92/%E6%BB%8B%E8%B3%80%E7%9C%8C%E6%9D%A1%E4%BE%8B.pdf
http://g-reiki.pref.kagoshima.jp/pref.kagoshima2/reiki_honbun/q701RG00001532.html
http://g-reiki.pref.kagoshima.jp/pref.kagoshima2/reiki_honbun/q701RG00001532.html
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%98%EF%BC%92/%E9%B9%BF%E5%85%90%E5%B3%B6%E7%9C%8C%E6%9D%A1%E4%BE%8B%E4%B8%80%E9%83%A8%E6%94%B9%E6%AD%A3.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%98%EF%BC%92/%E9%B9%BF%E5%85%90%E5%B3%B6%E7%9C%8C%E6%9D%A1%E4%BE%8B%E4%B8%80%E9%83%A8%E6%94%B9%E6%AD%A3.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%98%EF%BC%92/%E9%B9%BF%E5%85%90%E5%B3%B6%E7%9C%8C%E6%9D%A1%E4%BE%8B%E4%B8%80%E9%83%A8%E6%94%B9%E6%AD%A3.pdf
http://www.pref.osaka.lg.jp/houbun/reiki/reiki_honbun/k201RG00001279.html
http://www.pref.osaka.lg.jp/houbun/reiki/reiki_honbun/k201RG00001279.html
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%98%EF%BC%92/%E5%A4%A7%E9%98%AA%E5%BA%9C%E6%9D%A1%E4%BE%8B%E4%B8%80%E9%83%A8%E6%94%B9%E6%AD%A3.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%98%EF%BC%92/%E5%A4%A7%E9%98%AA%E5%BA%9C%E6%9D%A1%E4%BE%8B%E4%B8%80%E9%83%A8%E6%94%B9%E6%AD%A3.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%98%EF%BC%92/%E5%A4%A7%E9%98%AA%E5%BA%9C%E6%9D%A1%E4%BE%8B%E4%B8%80%E9%83%A8%E6%94%B9%E6%AD%A3.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%98%EF%BC%92/%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD%E6%9D%A1%E4%BE%8B%E6%9C%80%E7%B5%82%E6%94%B9%E6%AD%A3.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%98%EF%BC%92/%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD%E6%9D%A1%E4%BE%8B%E6%9C%80%E7%B5%82%E6%94%B9%E6%AD%A3.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%98%EF%BC%92/%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD%E6%9D%A1%E4%BE%8B%E6%9C%80%E7%B5%82%E6%94%B9%E6%AD%A3.pdf
https://www.tokyoto-koho.metro.tokyo.lg.jp/files/koho/y2022/2022_96.pdf
https://www.tokyoto-koho.metro.tokyo.lg.jp/files/koho/y2022/2022_96.pdf
https://www.tokyoto-koho.metro.tokyo.lg.jp/files/koho/y2022/2022_96.pdf
https://www.tokyoto-koho.metro.tokyo.lg.jp/files/koho/y2022/2022_96.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/082_Carbon_neutral.htm
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北海道 北海道地球温暖化防止対
策条例

平成21年3月31日公布
令和5年3月17日改正公布

同22年3月1日施行
令和5年4月1日改正施行
一部令和5年10月1日改正
施行

山形県 山形県脱炭素社会づくり
条例

令和5年3月17日公布 令和5年4月1日施行

栃木県 栃木県カーボンニュート
ラル実現条例

令和5年3月17日公布 令和5年4月1日施行

埼玉県所沢市 所沢市脱炭素社会を実現
するための条例

令和5年3月20日公布 令和5年4月1日施行

相模原市 相模原市地球温暖化対策
推進条例（改正前）
相模原市地球温暖化対策
推進条例の一部を改正す
る条例
さがみはら地球温暖化の
防止に向けた脱炭素社会
づくり
条例(改正後)

平成24年12月21日公布
令和5年3月20日改正公布

平成25年4月1日施行
令和5年4月1日改正施行

川崎市 川崎市地球温暖化対策の
推進に関する条例（改正
前）
川崎市地球温暖化対策の
推進に関する条例の一部
を改正
する条例
川崎市地球温暖化対策等
の推進に関する条例(改
正後)

平成21年12月24日公布
令和5年3月30日改正公布

平成22年4月1日施行
令和5年3月30日改正施行
一部令和5年4月1日改正
施行
一部令和6年4月1日改正
施行
一部令和7年4月1日改正
施行

脱炭素をめざす条例制定等の動き（つづき）

出 典 ： 一 般 財 団 法 人 地 方 自 治 研 究 機 構 ホ ー ム ペ ー ジ 「 脱 炭 素 社 会 を 目 指 す 条 例 と 地 球 温 暖 化 対 策 条 例 」
（http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/082_Carbon_neutral.htm）

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/fs/8/2/8/1/6/3/0/_/R50317honbun.pdf
https://www.pref.hokkaido.lg.jp/fs/8/2/8/1/6/3/0/_/R50317honbun.pdf
https://www.pref.yamagata.jp/sm/kenkoho/pdf/kohogogai4_20230317.pdf?1679099907
https://www.pref.yamagata.jp/sm/kenkoho/pdf/kohogogai4_20230317.pdf?1679099907
https://www.pref.tochigi.lg.jp/b05/pref/reiki/kouhou/documents/gougai23-07.pdf
https://www.pref.tochigi.lg.jp/b05/pref/reiki/kouhou/documents/gougai23-07.pdf
https://ops-jg.d1-law.com/opensearch/SrJbF01/init?jctcd=8A7FF957F2&houcd=H505901010003&no=1&totalCount=1&fromJsp=SrMj
https://ops-jg.d1-law.com/opensearch/SrJbF01/init?jctcd=8A7FF957F2&houcd=H505901010003&no=1&totalCount=1&fromJsp=SrMj
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%98%EF%BC%92/%E7%9B%B8%E6%A8%A1%E5%8E%9F%E5%B8%82%E6%9D%A1%E4%BE%8B.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/PDF/%EF%BC%98%EF%BC%92/%E7%9B%B8%E6%A8%A1%E5%8E%9F%E5%B8%82%E6%9D%A1%E4%BE%8B.pdf
https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/005/219/20230401/31.pdf
https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/005/219/20230401/31.pdf
https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/005/219/20230401/31.pdf
http://www.reiki.city.kawasaki.jp/kawasaki/d1w_reiki/H421901010052/H421901010052_j.html
http://www.reiki.city.kawasaki.jp/kawasaki/d1w_reiki/H421901010052/H421901010052_j.html
https://www.city.kawasaki.jp/980/cmsfiles/contents/0000148/148031/gain_6.pdf
https://www.city.kawasaki.jp/980/cmsfiles/contents/0000148/148031/gain_6.pdf
https://www.city.kawasaki.jp/980/cmsfiles/contents/0000148/148031/gain_6.pdf
https://www.city.kawasaki.jp/980/cmsfiles/contents/0000148/148031/gain_6.pdf
http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/082_Carbon_neutral.htm


再生可能エネルギーの
利用促進条例／規制条
例の制定動向
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出典：一般財団法人地方自治研究機構ホームページ
(http://www.rilg.or.jp/htdocs/img/reiki/122_Renewable_energy.htm)

表中の（ ）は、都道府県条例の制定数
を意味し、内数。



自治体が直面する課題
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地球温暖化対策実行計画の策定状況（令和3年10月1日現在）
【事務事業編】：すべての自治体に策定義務あり

49出典：『令和3年度地方公共団体における地球温暖化対策の推進に関する法律の施行状況調査 調査結果報告書』

自治体1,588および地方公共団体の組合
1,510のうち、自治体では111団体（自治
体全体の6.4%）、組合では692団体（組合
全体の45.8%）が、過去に一度も事務事業
編を策定したことがなく、今後も策定予定
がないと回答。組合における策定が進んで
いないことに加えて、自治体でも人口3万
人未満の市町村において未策定の比率が高
くなる傾向。特に人口1万人未満の市町村

（522団体）に限ると、未策定かつ策定予
定のない団体は88団体（15.4％）。



地球温暖化対策実行計画の策定状況（令和3年10月1日現在）
【区域施策編】：都道府県・政令市・中核市に策定義務、その他自治体には策定努力義務

あり

出典：『令和3年度地方公共団体における地球温暖化対策の推進に関する法律の施行状況調査 調査結果報告書』 50

策定義務のある都道府県、政令指定都市、中核
市、施行時特例市の152団体のすべてにおいて
策定済み。それ以外の市区町村は、1,636団体の
うち1,211団体（策定が努力義務の団体の74％）
が過去に一度も策定したことがなく、さらに、
このうちの875団体（同53.4％）は、今後も策定
予定はないと回答。策定が努力義務となった市
区町村のうち、策定済みの団体は、人口10万人
以上では66.7％、人口3万人以上10万人未満では
35.1％、人口1万人以上3万人未満では15.3％、
人口1万人未満では12.6％。自治体規模が小さく
なるほど策定率が低下する傾向。



51

出典：『令和3年度地方公共団体における地球温暖化対策の推進に関する法律の施行状況調査 調査結果報告書』

実行計画区域施策編における再エネ導入目標の設定状況



実行計画未策定／未改定の理由

52

【事務事業編、区域施策編に共通】
１．計画を策定・改定するための人員不足（事務事業編では65.9％、区域施策編では84.2％）
２．専門的知識の不足や欠如（同53.9％、同69.1％）
３．計画に盛り込む対策の予算等確保が困難（同34.5％、同53.7％）

【区域施策編】
４．対策・施策の見積りや評価が難しいこと（44％）
５．最新の技術情報や知見が不足していること（43.4％）

【事務事業編、区域施策編に共通】
１．人員不足（事務事業編では56.5％、区域施策編では73.1％）

【事務事業編】
２．温暖化対策に関する政策的・制度的知識の不足（51.7％）
３．温室効果ガス排出量の算定に必要な一次情報の集計に手間・時間がかかる（46.4％）
４．財源不足（41.2％）
５．措置の効果の見積もりや評価が困難（36.1％）

【区域施策編】
６．対策・施策の効果の見積りや評価が困難（70.1％）
７．財源不足（66.8％）
８．住民に対する普及啓発が難しい（62.4％）
９．温暖化対策に関する政策的・制度的知識の不足（55.9％）と続く

実行計画推進過程で困っていること

出典：『令和３年度地方公共団体における地球温暖化対策の推進に関する法律の施行状況調査 調査結果報告書』
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ゼロカーボン市区町村協議会
会員自治体一覧 （2023年7月21日時点）

ゼロカーボン市区町村協議会について
規模、地域特性といった背景の違う様々な市区町村

がその知見を共有し、脱炭素社会の実現に向けた具体
的な取組のための議論を進め、共に国への提言等を効
果的に進めていくことを目的として、2021年２月５日
に設立された。

取組内容
(1) 脱炭素社会の実現に向けた政策研究及びこれに関
連する課題等の研究
(2) 脱炭素社会の実現に向けた政策に関する国等への
提言
(3) 会員自治体相互の交流、連携等を図るための活動
(4) その他協議会の目的達成に必要なこと

国に対する提言
(1)2021年11月24日、「国の施策及び予算に関する提
言」を財務省 岡本財務副大臣及び山口環境大臣に提
出。
(2) 2021年３月29日、「脱炭素社会の構築に係る提
言」を小泉環境大臣に提出。

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/machizukuri-
kankyo/ondanka/etc/zerocarbon-kyougikai.html



1．【自治体内におけるビジョンの共有と分野横断的な／分野連携のもとでの
取組みの展開】⇒実行計画区域施策編の策定・改定、関連計画との連携

2．【広域的連携・情報共有】
①都内自治体によるビジョンの共有
⇒共同宣言、実行計画区域施策編の共同策定など

②都外自治体との連携
⇒再生可能エネルギーの導入やカーボンオフセットの促進

③国際的なネットワークへの参画
⇒国内外の自治体やノンステートアクターとの情報共有と
連携の推進

3．【市民・事業者等による率先行動】
①具体的な行動の提示
②インセンティブの付与

今後の方向性～基礎自治体と市民による取組み促進に向けて～

＜参考：目標・ビジョンの共有＞
2019年に同宣言を行った長野県では、温暖化問題の解決には市町
村、企業、NPOなどあらゆる主体と連携して取り組むことが重要
であるとして、広く「気候非常事態宣言－2050ゼロカーボンへの
決意－」への賛同を呼び掛けた。これを受け、2020年9月までに
県内全77市町村が賛同を表明しており、広域自治体と基礎自治体
とが一致して脱炭素化を目指している。
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出典：地球温暖化対策の推進に関する制度検討会（第3回）資料
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広域連携の例

出典：地球温暖化対策の推進に関する制度検討会（第3回）資料
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結びに代えて

☆あらゆる部局の施策・事務事業のなかに気候変動対策を
内部化／統合していくことが重要！！

☆ひとつの基礎自治体で出来ることにはおのずと限界があ
ることから、広域的な連携、とりわけ都市部と非都市部の
自治体間連携の推進が必要！！

🌏ご清聴ありがとうございました🌏


